鹿嶋市告示第１１号
鹿嶋市空家等管理活用支援法人募集要領を次のように定める。

令和７年１月２７日

鹿嶋市長　田　口　伸　一　　　
鹿嶋市空家等管理活用支援法人募集要領
１　目的
　この要領は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定に基づく空家等管理活用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定する法人の募集に関し，必要事項を定めるものとする。
２　募集概要
（１）募集期間
　　　令和７年２月３日（月）から令和７年２月２８日（金）まで
（２）指定法人数
１法人
（３）指定期間

　　　　当該法人として指定の日から令和１１年度末日まで

３　支援法人業務内容
法第２４条で定める次の業務とする。
（１）空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し，当該空家等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。

（２）委託に基づき，定期的な空家等の状態の確認，空家等の活用のために行う改修その他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。

（３）委託に基づき，空家等の所有者等の探索を行うこと。

（４）空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。

（５）空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。

（６）前各号に掲げるもののほか，空家等の管理又は活用を図るために必要な事
業又は事務を行うこと。
４　応募資格要件
（１）鹿嶋市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（令和７年告　　　　　　　示第８号。以下「要綱」という。）第３条に規定する審査基準を満たすこと。
（２）市内に拠点を有する，又は複数の市内事業者が会員となっている法人であること。
５　応募
（１）申請書類及び申請部数

　　申請を行おうとするものは，要綱第２条に規定する空家等管理活用支援法人申請書に次表の書類を添えて市都市計画課に２部提出すること。

	提出書類
	備考

	定款
	写し可

	登記事項証明書
	写し可

	役員名簿
	別記１

	法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
	

	前事業年度の事業報告書，収支決算書及び貸借対照表
	

	当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
	

	これまでの空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載した書面
	別紙，作成要領参照

	法第２４条各号に規定する業務に関する計画書
	別紙，作成要領参照

	未納がないことの証明（国税，茨城県税及び鹿嶋市税。ただし，直近１か月以内発行のものに限る。）
	原本及び写し


（２）受付期間
　　　令和７年２月３日（月）から令和７年２月２８日（金）まで
（３）提出先（担当課）
　　　鹿嶋市都市整備部都市計画課　都市計画・建築グループ

〒３１４－８６５５ 茨城県鹿嶋市大字平井１１８７番地１ 

ＴＥＬ：０２９９－８２－２９１１／ＦＡＸ：０２９９－８２－４９００
（４）提出方法
　　　受付期間の平日午前９時から午後５時までに持参又は郵送（必着・送付記録が残るもの）により提出すること。
６　選考方法及び審査基準
（１）選考方法
本市により設置された委員会が申請書等を審査し，その結果に基づいて指定候補者１法人を選定する。

（２）審査基準

委員会では，次表の項目を基に総合的に評価し，選考するものとする。

　　　（評価項目）
	審査項目
	審査基準（＜＞内は作成要領における項番）

	１　法人概要・業務
実績
	①法人概要（運営体制）

②類似事業の実績と成果　

	２　業務への理解
	③業務内容・スケジュール　<１．１>

	３　業務上の情報管理
	④個人情報等の管理　<２．１>

	４　実施体制・連携
	⑤実施体制・業務進捗管理　<３．１>
⑥関係機関や会員法人との連携　<３．２>


７　選考結果

指定候補者の選定後，市長による指定決定を行い，空家等管理活用支援法人指定（更新）通知書又は空家等管理活用支援法人不指定（更新）通知書により通知する。

８　留意事項
　　申請にあたっては，法及び「鹿嶋市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱」を参照すること。
　　なお，本指定は，委託料が発生する業務委託契約の締結を担保するものではない。
９　遵守事項
従業員を雇用する際は，労働基準法等の法令等を遵守し業務に当たらせること。
１０　問合せ先
〒３１４－８６５５ 茨城県鹿嶋市大字平井１１８７番地１ 

　　　鹿嶋市都市整備部都市計画課　都市計画・建築グループ
　　　TEL：０２９９－８２－２９１１　FAX：０２９９－８２－４９００
　　　E-mail：toshikei1@city.ibaraki-kashima.lg.jp

